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預金積金及び譲渡性預金平均残高
平成27年度 平成28年度

流 動 性 預 金 38,662 40,050
う ち 有 利 息 預 金 33,059 34,484

定 期 性 預 金 48,912 51,471
うち固定金利定期預金 42,807 44,985
うち変動金利定期預金 1 1

そ の 他 - -
計 87,574 91,521

譲 渡 性 預 金 - -
合 計 87,574 91,521

（注）1．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金＋別段預金＋納税準備預金
2．定期性預金＝定期預金＋定期積金
固定金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する定期預金
変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金

定期預金残高	
平成27年度 平成28年度

定 期 預 金 42,332 44,698
固定金利定期預金 42,330 44,697
変動金利定期預金 1 1
そ の 他 - -

平成27年度 平成28年度
個 人 62,947 64,617
法 人 19,969 23,141

一 般 法 人 16,844 18,790
金 融 機 関 314 256
公 金 2,810 4,094

合 計 82,917 87,758

平成27年度 平成28年度
会 員 33,298 36,435
会 員 外 49,619 51,323
合 計 82,917 87,758

平成27年度 平成28年度
財 形 貯 蓄 残 高 12,520 10,574

◆ 預金に関する指標

◆ 貸出金等に関する指標

流動性預金、定期性預金、譲渡性預金、その他の預金の平均残高

手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の平均残高 固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残高

担保の種類別の貸出金残高及び債務保証見返額

預金者別預金残高

会員・会員外別預金残高

財形貯蓄残高

固定金利定期預金、変動金利定期預金及びその他の区分ごとの定期預金の残高

（単位：百万円）

（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：千円）

（単位：百万円）

貸出金平均残高		 	 	 	
平成27年度 平成28年度

手 形 貸 付 1,287 1,689
証 書 貸 付 43,363 43,155
当 座 貸 越 2,087 1,989
割 引 手 形 428 421
合 計 47,166 47,256

貸出金残高	 	 	 	 	
平成27年度 平成28年度

貸 出 金 48,148 47,830
固 定 金 利 29,551 29,026
変 動 金 利 18,596 18,804

貸出金の担保別内訳	 	 	 	
平成27年度 平成28年度

当 金 庫 預 金 積 金 706 689
有 価 証 券 - -
動 産 - -
不 動 産 9,771 8,896
そ の 他 41 34

計 10,519 9,620
信用保証協会・信用保険 16,718 16,429
保 証 8,191 7,461
信 用 12,718 14,318
合 計 48,148 47,830

（注）1．「その他」は商業手形等を担保としたものです。
2．「信用保証協会・信用保険」は岩手県信用保証協会および（社）しんきん保証基
金の保証額等を掲載しています。

3．「保証」は割引手形や無担保で保証付のもの、「信用」は無担保で保証人による
保証等を含めています。

債務保証見返の担保別内訳	
平成27年度 平成28年度

当 金 庫 預 金 積 金 - -
有 価 証 券 - -
動 産 - -
不 動 産 14 12
そ の 他 - -

計 14 12
信用保証協会・信用保険 - -
保 証 57 48
信 用 - -
合 計 71 60
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使途別の貸出金残高

業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合

（単位：百万円、%）

（単位：百万円、%）

貸出金使途別残高	 	 	 	 	
平成27年度 平成28年度

貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比
設 　 備 　 資 　 金 19,893 41.3 19,571 40.9
運 　 転 　 資 　 金 28,255 58.7 28,259 59.1
合 　 　 　 　 　 計 48,148 100.0 47,830 100.0

貸出金業種別内訳	 	 	 	 	

業種区分
平成27年度 平成28年度

貸出先数 貸出金残高 構成比 貸出先数 貸出金残高 構成比
製 造 業 89 2,731 5.7 85 2,850 6.0
農 業 、 林 業 9 47 0.1 10 76 0.2
漁 業 - - - - - -
鉱 業、 採 石 業、 砂 利 採 取 業 3 358 0.7 3 394 0.8
建 設 業 162 6,717 14.0 171 6,412 13.4
電 気・ ガ ス・ 熱 供 給・ 水 道 業 6 169 0.4 8 165 0.3
情 報 通 信 業 4 86 0.2 6 74 0.2
運 輸 業 、 郵 便 業 20 359 0.7 24 403 0.8
卸 売 業 、 小 売 業 155 2,118 4.4 152 2,058 4.3
金 融 業 、 保 険 業 13 2,931 6.1 15 3,228 6.7
不 動 産 業 159 5,844 12.1 148 5,832 12.2
物 品 賃 貸 業 2 97 0.2 2 95 0.2
学術研究、専門・技術サービス業 22 279 0.6 17 240 0.5
宿 泊 業 18 932 1.9 19 894 1.9
飲 食 業 94 1,001 2.1 92 956 2.0
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業、 娯 楽 業 55 2,505 5.2 54 2,562 5.4
教 育 、 学 習 支 援 業 2 48 0.1 3 41 0.1
医 療 、 福 祉 41 2,078 4.3 38 2,221 4.6
そ の 他 の サ ー ビ ス 70 1,153 2.4 73 1,189 2.5
小 計 924 29,462 61.2 920 29,698 62.1
地 方 公 共 団 体 5 6,576 13.7 5 5,825 12.2
個 人 4,955 12,109 25.1 4,876 12,307 25.7
合 　 　 　 　 　 計 5,884 48,148 100.0 5,801 47,830 100.0

（注）業種区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

預貸率	 	 	 	 	
平成27年度 平成28年度

期 末 預 貸 率 58.06 54.50
期 中 平 均 預 貸 率 53.85 51.63

預貸率＝
　　　　　貸出金	

　　　　　　預金積金+譲渡性預金　　
×100

預貸率の期末値及び期中平均値 貸出金償却の額

消費者ローン・住宅ローン残高

代理貸付残高

会員・会員外別貸出金残高

貸倒引当金内訳

（単位：%） （単位：千円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度
会 員 36,699 36,882
会 員 外 11,448 10,948
合 計 48,148 47,830

※当金庫は会員制度による地域金融機関ですから、融資先は原則として会員であること
が条件です。
会員外の方は、700万円を限度として融資を受けることができます。

貸出金償却	 	 	 	 	
平成27年度 平成28年度

貸 出 金 償 却 15,648 2,209

平成27年度 平成28年度

消 費 者 ロ ー ン 3,857 3,936

住 宅 ロ ー ン 8,252 8,370

平成27年度 平成28年度
信 金 中 央 金 庫 14 12 
日 本 政 策 金 融 公 庫 21 18 
独立行政法人住宅金融支援機構 1,456 1,310 
独立行政法人福祉医療機構 51 44 
独立行政法人中小企業基盤整備機構 21 18 
合 計 1,566 1,404 

　自己資本の充実の状況等について　17 ページ参照
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常勤役職員一人当たり預金及び貸出金残高 退職給付会計

一店舗当たり預金及び貸出金残高

（単位：百万円）

（単位：百万円）

１．採用している退職給付制度の概要
当金庫は、確定給付型の制度として、確定給付企業
年金制度及び厚生年金基金制度（総合設立型の基金で
ある全国信用金庫厚生年金基金に加入）を採用してお
ります。

２．退職給付債務に関する事項
区　　　分 平成27年度 平成28年度

退 職 給 付 債 務 596,962 568,646
年 金 資 産 - -
前 払 年 金 費 用 - -
未 認 識 過 去 勤 務 債 務 - -
未認識数理計算上の差異 - -
その他（会計基準変更時差異の未処理額） - -
退 職 給 付 引 当 金 - -

（注）当金庫では、簡便法を採用しておりますので、「退職給付債務」と「退職給付引当金」
のみ記載しております。

３．退職給付費用に関する事項	
区　　　分 平成27年度 平成28年度

勤 務 費 用 - -
利 息 費 用 - -
期 待 運 用 収 益 - -
過去勤務債務の費用処理額 - -
数理計算上の差異の費用処理額 - -
会計基準変更時差異の費用処理額 - -
その他（臨時に支払った割増退職金等） - -
退 職 給 付 費 用（ 計 ） 50,284 △ 49,723

（注）当金庫では、簡便法を採用しておりますので、「退職給付費用」のみ記載し、内訳
の記入を省略しております。	 	 	

平成27年度 平成28年度
常勤役職員一人当たり預金 774 790
常勤役職員一人当たり貸出金 449 430

※役職員一人当たり預金と貸出金の残高は、金庫の生産性を示したものであり、収益性、
効率性をはかる最も基本的な指標として重視されます。

平成27年度 平成28年度
一 店 舗 当 た り 預 金 9,213 9,750
一 店 舗 当 た り 貸 出 金 5,349 5,314

※一店舗当たりの生産性を示す重要な指標となります。

◆ 有価証券に関する指標

商品有価証券の種類別の平均残高

有価証券の種類別の残存期間別の残高

　前年度、今年度いずれも該当ございません。

平成27年度

1年以下 1年超
3年以下

３年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定めのな

いもの 合計

国 債 - 207 - - - 655 - 862
地 方 債 - 310 - - 2,634 1,526 - 4,470
短 期 社 債 - - - - - - - -
社 債 516 1,596 496 712 1,548 4,483 - 9,354
株 式 - - - - - - 105 105
外 国 証 券 - - - - 191 300 - 491
そ の 他 の 証 券 - - 396 - 2,979 - 370 3,746

平成28年度

1年以下 1年超
3年以下

３年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定めのな

いもの 合計

国 債 - 102 - - - 796 - 898
地 方 債 202 102 - - 3,479 937 - 4,722
短 期 社 債 - - - - - - - -
社 債 307 1,466 200 656 2,473 3,804 - 8,907
株 式 - - - - - - 169 169
外 国 証 券 - - - - 297 399 - 696
そ の 他 の 証 券 - 100 96 91 3,224 - 317 3,830

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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（単位：千円）

（単位：千円）



有価証券平均残高	 	 	 	
平成27年度 平成28年度

国 債 913 841
地 方 債 3,743 4,529
短 期 社 債 - -
社 債 9,015 9,509
株 式 69 102
外 国 証 券 399 511
そ の 他 の 証 券 3,178 3,989
合 計 17,319 19,484

預証率	 	 	 	 	 	
平成27年度 平成28年度

期 末 預 証 率 22.95 21.90
期 中 平 均 預 証 率 19.77 21.28

預証率＝
　　　　　有価証券	

　　　　　　預金積金+譲渡性預金　　
×100
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有価証券の種類別の平均残高 預証率の期末値及び期中平均値
（単位：百万円） （単位：%）

有価証券の取得価額又は契約価額、時価及び評価損益

１．売買目的有価証券	
　　　前年度、今年度いずれも該当ございません。

２．満期保有目的の債券	

種　類
平成27年度 平成28年度

貸借対照表
計上額 時　価 差　額 貸借対照表

計上額 時　価 差　額

時 価 が 貸 借 対 照 表 計

上 額 を 超 え る も の

国 債 - - - - - -
地 方 債 970 1,063 93 941 1,013 72
短 期 社 債 - - - - - -
社 債 1,199 1,247 47 400 432 32
そ の 他 200 210 10 200 210 10
小 計 2,370 2,521 150 1,541 1,656 114

時 価 が 貸 借 対 照 表 計

上 額 を 超 え な い も の

国 債 - - - - - -
地 方 債 - - - - - -
短 期 社 債 - - - - - -
社 債 - - - 100 94 △ 5
そ の 他 200 193 △ 6 100 99 0
小 計 200 193 △ 6 200 194 △ 5

合 　 　 　 計 2,570 2,715 144 1,741 1,850 109

1. 時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
2. 上記の「その他」は外国証券です。
3. 時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式
　　　前年度、今年度いずれも該当ございません。

４．その他有価証券	 	 	 	 	 	 	 	

種　類
平成27年度 平成28年度

貸借対照表
計上額 取得原価 差　額 貸借対照表

計上額 取得原価 差　額

貸 借 対 照 表 計 上 額 が

取 得 原 価 を 超 え る も の

株 式 54 51 2 53 45 8
債 券 11,927 11,110 816 9,400 8,870 529
国 債 664 608 56 323 299 24
地 方 債 3,301 3,099 202 3,118 2,974 143
短 期 社 債 - - - - - -
社 債 7,961 7,403 558 5,958 5,596 361

そ の 他 1,991 1,856 135 1,653 1,556 96
小 計 13,973 13,018 954 11,106 10,472 634

貸 借 対 照 表 計 上 額 が

取 得 原 価 を 超 え な い も の

株 式 41 43 △ 1 40 42 △ 1
債 券 589 603 △ 13 3,687 3,804 △ 116
国 債 198 199 △ 1 574 599 △ 24
地 方 債 198 200 △ 1 662 684 △ 21
短 期 社 債 - - - - - -
社 債 192 203 △ 11 2,449 2,519 △ 70

そ の 他 1,846 1,898 △ 51 2,638 2,790 △ 151
小 計 2,478 2,544 △ 66 6,366 6,636 △ 269

合 　 　 　 計 16,451 15,563 888 17,473 17,109 364

1. 貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。	
2. 上記の「その他」は、投資信託、外国証券及び信金中央金庫優先出資証券です。
3. 時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。	 	 	 	 	

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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５．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券	 	 	 	 	
平成27年度 平成28年度

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式 - -
関 連 法 人 等 株 式 - -
非 上 場 株 式 9 9
合 　 　 　 計 9 9

公共債引受額 外国為替取扱高

公共債窓販実績

外貨建資産残高

金銭の信託の時価及び評価損益

第102条第1項第5号に掲げる取引デリバディブ取引の状況公共債ディーリング実績

内国為替取扱実績

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度
国 債 - -
政 府 保 証 債 41 12

※１年間に引き受けた公共債の合計金額です。

平成27年度 平成28年度
国 債 0 0
地 方 債 - -

※１年間に販売した公共債の合計金額です。

　前年度、今年度いずれも該当ございません。

平成27年度 平成28年度

送金・振込
仕 向 67,629 66,477
被仕向 77,522 77,669

代 金 取 立
仕 向 2,943 3,099
被仕向 1,337 1,543

　前年度、今年度いずれも該当ございません。

　前年度、今年度いずれも該当ございません。

　前年度、今年度いずれも該当ございません。

1．金利関連取引

前年度、今年度いずれも該当ございません。
2．通貨関連取引

前年度、今年度いずれも該当ございません。
3．株式関連取引

前年度、今年度いずれも該当ございません。
4．債券関連取引

前年度、今年度いずれも該当ございません。
5．商品関連取引

前年度、今年度いずれも該当ございません。
6．クレジットデリバディブ取引

前年度、今年度いずれも該当ございません。
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